（参考様式）
○年○月○日
尼崎市長　宛
（法人名称）　　　　　　　　　　　　
（代表者氏名）　　　　　　　　　　　

身体拘束廃止未実施減算に伴う改善計画及び改善報告について

身体拘束廃止未実施減算に該当することが判明したため、身体的拘束等の廃止・適正化のための取組について、下記のとおり改善計画及び改善報告を提出します。
記

	事業所名
	
	事業所番号
	

	サービス
	
	担当者名・連絡先
	

	減算適用開始月
	○年○月（事実が生じた月の翌月）
	改善報告提出日
	○年○月○日



	
	未実施内容
	改善計画
	改善報告（実施内容）

	１
	（記載例）身体拘束を行った際に、その態様及び時間、利用者（入所者）の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録していなかった。
	
	

	２
	（記載例）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催していなかった。
	
	

	３
	（記載例）身体的拘束等の適正化のための指針を整備していなかった。
	
	

	４
	（記載例）身体的拘束等の適正化のための研修を年２回以上実施していなかった。
	
	


以　上　　
[bookmark: _Hlk219813971]※　事実が生じた月の翌月から、最低３か月間は減算が適用されます。
※　改善報告提出の際は、改善計画で記入いただいた内容は消さずに「改善報告提出日」、「改善報告（実施内容）」の欄へ追記し、提出してください。
※　改善報告を提出する際は、改善状況等が確認できる書類（身体的拘束を行った際の記録の写し、委員会の議事録の写し、委員会で得た結果等の従業者への周知内容に係る書類、整備した指針、研修資料、従業者の研修参加状況や不参加者への対応が分かる書類等）を添付すること。


